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こうした議論を受け NASW（National Association of Social Workers）は“NASW 























































































































的調査をもとに明らかにした（目的 2）．次に第 3 章で，ケースアドボカシーに着目したサ
ービス調整に影響を与えると考えられる要因について，「利用者への働きかけ」である「主
体性を尊重した利用者理解」と，「関係機関への働きかけ」である「職場内・外との協働体







































































































































































て包括的に捉え，実践向上に資する知見を提示することとした（目的 6）．  
第 1章 アドボカシーに着目したケアマネジメント実践のあり方に関する 
文献研究 































NASW(National Association of Social Workers)はアドボカシーの起源を，古くは
Dorothea Dix や Jane Adams によるソーシャルワーク実践に見出すことができるとして











（Social Rights Movement）」や，「貧困との戦い（The War on Poverty）」に見られるよ
うに，社会的に抑圧されてきた人々が権利意識を持ち，自らの権利獲得に向けて行動を起
こした時代であった（西尾 1975）．当時，こうした社会問題の解決に関わるはずのソー














代においてなされてきた．その代表的論者が，Briar である．Briar は”The Current Crisis 





























このように，60 年代におけるアドボカシーに関する議論は，「公民権運動（Social Rights 










































































































































































































































































































第 2章 ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の構成要素 

















第 2節 研究方法 
1． 調査対象者 
本研究では，WAM-NET に登録されている近畿 2 府 4 県の居宅介護支援事業所 400 箇
所を抽出し，1 事業所につき 1 名の介護支援専門員に協力を依頼するかたちで行われた．







あり，調査実施期間は 2006 年 11 月 21 日から 12 月 13 日までの約 1 ヶ月間とした．本調
査のデータ分析にあたっては，回答者が特定できぬようコード化を行った．また，プライ
バシー保護に関する十全の配慮のもとでデータの管理を行い，他者が調査データにアクセ








































































































































































































定した 4 領域（20 項目）の各項目に対する回答選択肢を「まったくしていない（1 点）」，





因子負荷量 0.4 以上を基準として項目の選定を行った．その結果，表 2－4 に示すように，
計 20 項目から成る 4 つの因子が抽出された．また，信頼性（内的一貫性）を，Cronbach’α
より確認した．なお，調査結果の分析には，統計ソフト SPSS12.0J for Windows を用い
た． 
 
第 3節 研究結果 
１．集計対象者の属性分布 
 調査対象者の基本属性について，「性別」は，男性 32 名（15.7％），女性 172 名（84.3％）
で女性が多くなっている．「年齢」は平均 45.5 歳であり，「40 代」が 82 名（40.2％）と最
も多く，「30 代」が 52 名（25.5％），「50 代」が 55 名（27.0％），「60 代」が 11 名（5.4％），
「20 代」が 4 名（2.0％）と最も尐なかった．最終学歴は，「短期大学・専門学校」が 115
名（56.4％）と半数以上を占めており，次いで「大学・大学院」の 55 名（27.0％），「高
等学校」の 33 名（16.2％）であった．アンケート記入時のケアプラン作成数は「30～39
ケース」が 81 名（39.9％）と，最も多くを占めており，次いで「20～29 ケース」の 50
名（24.6％），「10～19 ケース」の 29 名（14.3％），「10 ケース未満」の 23 名（11.3％），
「40～49 ケース」の 14 名（6.9％），「50 ケース以上」の 6 名（3％）の順であった．また，





 【表２－２】集計対象者の属性分布（記述統計）  
項目 カテゴリー 度数 ％ 
性別 男性 32 15.7％ 
女性 172 84.3％ 
年齢 
（平均：45.5 歳） 
20 歳代 4 2.0％ 
30 歳代 52 25.5％ 
40 歳代 82 40.2％ 
50 歳代 55 27.0％ 
60 歳代 11 5.4％ 
最終学歴 高等学校 33 16.2％ 
短期大学/各種専門学校 115 56.4％ 




1 年未満 22 11.2％ 
1～2 年未満 21 10.7％ 
2～3 年未満 34 17.3％ 
3～4 年未満 30 15.3％ 
4～5 年未満 18 9.2％ 
5 年以上 68 34.7％ 
ケアプラン作成数 
（平均：27 ケース） 
10 ケース未満 23 11.3％ 
10～20 ケース未満 29 14.3％ 
20～30 ケース未満 50 24.6％ 
30～40 ケース未満 81 39.9％ 













【情報獲得支援】 平均値 標準偏差 
1. サービスを体験的に利用できる機会を設けている 3.30 0.67 
2. サービスに対する質問に適宜，適切な回答をしている 3.84 0.38 
3. 利用者のわかりやすい方法でサービス説明を行っている 3.60 0.60 
4. サービス内容が比較できるよう複数の情報を提示している 3.43 0.77 
5. サービス利用のメリット・デメリットを説明している 3.42 0.80 
6. 必要と思われるサービスを提示する際，その根拠を説明している 3.85 0.40 
【意思表明支援】   
7. 利用者が意思表明することができる機会を設定している 3.32 0.73 
8. 意思表明時，利用者の希望に応じてその場に同席している 3.39 0.67 
9. 意思表明方法を利用者と一緒に考えている 3.35 0.72 
10. サービスに対する利用者の意思を必要に応じて代弁している 3.68 0.52 
【サービス評価支援】   
11. 提供されたサービスに困り事があれば，いつでも相談にのることを利用者に伝えている 3.88 0.35 
12. 表情・態度からサービスに満足しているかどうか確認している 3.83 0.41 
13. 利用者宅の生活の様子からサービス利用後の変化を確認している 3.76 0.48 
14. 専門的知見から生活とサービスの不一致を感じた場合，そのことを利用者と話し合っている 3.62 0.57 
【苦情解決支援】   
15. 苦情の事実関係を利用者と共に確認している 3.79 0.45 
16. 苦情に対して今後どうしていくかを利用者と話し合っている 3.77 0.47 
17. 苦情の原因となった事由をサービス提供者に伝えている 3.85 0.36 
18. 苦情への対応に関する説明を提供者から受ける機会を設定している 3.46 0.78 
19. サービス改善に向けた担当者会議への利用者の参加調整をしている 3.35 0.78 




子分析を行った．その結果，計 20 項目より構成された 4 因子が抽出された．第 1 因子は，
サービス利用に関する意思や要望を，利用者自身が表明していくための側面的支援に関す




保障」と命名した．第 4 因子は，利用者利益の側に立った相談対応，行為代行に関する 4
項目で構成され，「利用者利益の保護的媒介」と命名した．抽出された 4 因子を構成する











【表２－４】ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の因子分析   （分析 N＝201） 
質問項目 
因子負荷量 
因子 1 因子 2 因子 3 因子 4 
第1因子 自己表明に向けた環境整備（α＝0.853）     
意思表明時，利用者の希望に応じてその場に同席している .743 -.078 -.141 .220 
利用者が意思表明することができる機会を設定している .671 -.110 .017 .065 
サービス利用のメリット・デメリットを説明している .600 .054 -.013 .110 
意思表明方法を利用者と一緒に考えている .586 .034 -.149 .243 
苦情への対応に関する説明を提供者から受ける機会を設定している .586 .241 .105 -.190 
サービス内容が比較できるよう複数の情報を提示している .571 -.009 .164 -.077 
サービスを体験的に利用できる機会を設けている .561 -.025 .020 -.023 
サービス改善に向けた担当者会議への利用者の参加調整をしている .529 .111 .087 -.023 
利用者のわかりやすい方法でサービス説明を行っている .461 .065 .100 -.143 
第2因子 苦情解決に向けた利用者との協働（α＝0.813）     
苦情に対して今後どうしていくかを利用者と話し合っている .039 .844 -.054 .013 
苦情の事実関係を利用者と共に確認している .025 .793 -.069 .046 
苦情の原因となった事由をサービス提供者に伝えている .009 .574 .139 .068 
第3因子 サービスの適切性保障（α＝0.728）     
利用者宅の生活の様子からサービス利用後の変化を確認している .165 -.024 .799 -.189 
表情・態度からサービスに満足しているかどうか確認している -.191 .112 .550 .267 
専門的知見から生活とサービスの不一致を感じた場合，そのことを利
用者と話し合っている 
.224 -.199 .505 .232 
必要と思われるサービスを提示する際，その根拠を説明している .005 .013 .472 .082 
第4因子 利用者利益の保護的媒介（α＝0.769）     
サービスに対する利用者の意思を必要に応じて代弁している .022 -.007 -.035 .773 
サービスに対する質問に適宜，適切な回答をしている .221 .091 -0.48 .563 
利用者の意思に応じた柔軟な対応を行ってくれるよう，サービス提供
者に働きかけている 
-.015 -.002 .247 .538 
提供されたサービスに困り事があれば，いつでも相談にのることを利
用者に伝えている 
-.146 .118 .242 .485 
因子相関     因子1－因子2.3.4 
         因子2－因子3.4  
         因子3－因子4   







因子 項目数 N 平均値 標準偏差 
因子1 自己表明に向けた環境整備 9 203 3.39 0.49 
因子2 苦情解決に向けた利用者との協働 3 204 3.80 0.37 
因子3 サービスの適切性保障 4 205 3.76 0.35 
因子4 利用者利益の保護的媒介 4 204 3.76 0.35 
※なお平均値・標準偏差は各因子を構成する項目の平均点（因子素得点合計）を項目数で割ったものである． 









1. サービスを体験的に利用できる機会を設けている 第 1 因子 
2. サービスに対する質問に適宜，適切な回答をしている 第 4 因子 
3. 利用者のわかりやすい方法でサービス説明を行っている 
第 1 因子 4. サービス内容が比較できるよう複数の情報を提示している 
5. サービス利用のメリット・デメリットを説明している 
6. 必要と思われるサービスを提示する際，その根拠を説明している 第 3 因子 
【意思表明支援】   
7. 利用者が意思表明することができる機会を設定している 
第 1 因子 8. 意思表明時，利用者の希望に応じてその場に同席している 
9. 意思表明方法を利用者と一緒に考えている 
10. サービスに対する利用者の意思を必要に応じて代弁している 第 4 因子 
【サービス評価支援】   
11. 提供されたサービスに困り事があれば，いつでも相談にのることを利用者に伝えている 第 4 因子 
12. 表情・態度からサービスに満足しているかどうか確認している 
第 3 因子 13. 利用者宅の生活の様子からサービス利用後の変化を確認している 
14. 専門的知見から生活とサービスの不一致を感じた場合，そのことを利用者と話し合っている 
【苦情解決支援】   
15. 苦情の事実関係を利用者と共に確認している 
第 2 因子 16. 苦情に対して今後どうしていくかを利用者と話し合っている 
17. 苦情の原因となった事由をサービス提供者に伝えている 
18. 苦情への対応に関する説明を提供者から受ける機会を設定している 
第 1 因子 
19. サービス改善に向けた担当者会議への利用者の参加調整をしている 


















































































 本章では，第 1 章において検討したケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着
目したサービス調整の操作的定義をもとに，介護支援専門員の実践度合いを測定する質問
項目について先行研究および文献をレビューすることにより検討を行なった．検討された

















第 3章 ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践に影響を与える 
要因の検討 
 





















































































































て確認した．本研究では，全ての重回帰モデルにおいて，各変数の VIF 値は 2 未満であり，
基準値（10 未満）（小塩 2010）を下回っていたことから多重共線性は無いものと判断し
た．分析には，SPSS12.0 for windows を使用し，検定の統計的有意水準についてはすべ





成分として抽出された（Mean=3.46, S.D.= 0.47）（表 3－1）．項目の信頼性について






















が 5％水準で有意であった（R2＝0.148）．第 3 因子の「サービスの適切性保障」について
は，「主体性を尊重した利用者理解」（β＝0.477）が 0.1%水準で有意であり，次いで「雇用
形態（0=専任/1=兼任）」（β＝－0.135）が 5％水準で有意であった（R2＝0.229）．第 4 因
子の「利用者利益の保護的媒介」については，「主体性を尊重した利用者理解」（β＝0.530）
が 0.1%水準で有意であった（R2＝0.288）． 








          
因  子 









β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 
性別（0:女性/1:男性） -.101 -1.641 .059 .872 -.058 -.915 .030 .497 
雇用形態（0:専任/1:兼任） .004 .063 .030 .425 -.135 -2.029* -.044 -.691 
介護支援専門員経験年数 -.002 -.033 -.078 -1.111 .033 .493 .036 .557 
役職(0:管理運営者/1:特になし） -.059 -.908 -.075 -1.066 .048 .714 -.053 -.824 
ケアプラン作成数 .058 .870 .148 2.051* -.117 -1.689 .082 1.236 
主体性を尊重した利用者理解 .538 8.747*** .396 5.851*** .477 7.404*** .530 8.562*** 
調整済み R２ .302*** .148*** .229*** .288*** 
































中でも，第 1 因子「自己表明に向けた環境整備」と第 4 因子「利用者利益の保護的媒介」
は，重回帰モデルにおいて関連要因が「主体性を尊重した利用者理解」の一要因だけであ
ったにも関わらず，決定係数（R2）は他の因子に比べ高い値を示していた．この結果を受





























































































思わない（2 点）」，「どちらともいえない（3 点）」，「そう思う（4 点）」，「とてもそう思う





































































数の VIF 値は 2 未満であり，基準値（10 未満）（小塩 2010）を下回っていたことから多
重共線性は無いものと判断した．分析には，SPSS12.0 for windows を使用し，検定の統










た結果，負荷量が 0.40 に満たなかった項目があったため，その項目を除いた 5 項目で，再
度主成分分析を行った．その結果，5 項目全てが第一主成分として示されたことから，こ








同僚はアドバイスをくれる .891 .247 
同僚が相談にのってくれる .880 .188 
同僚からの見守りがある .876 .273 
同僚から仕事に対する正しい評価を得ている .860 .243 
同僚から仕事に対する情報提供を受けている .855 .222 





上司はアドバイスをくれる .194 .920 
上司から仕事に対する情報提供を受けている .194 .911 
上司は落ち込んだ時に励ましてくれる .232 .871 
上司が相談にのってくれる .293 .830 
上司からの見守りがある .232 .825 



















ービス提供機関との連携」（β＝0.402）が 0.1%水準で有意であった（R2＝0.232）．第 2 因
子の「苦情解決に向けた利用者との協働」についても，「サービス提供機関との連携」（β
＝0.266）が 0.1%水準で有意であった（R2＝0.156）．第 3 因子の「サービスの適切性保障」
については，「サービス提供機関との連携」（β＝0.279）が 0.1%水準で有意であり，次いで




 なお，上記の重回帰モデルの F 値はすべて 0.1%水準で有意であったため，これらの重


















β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 
性別（0=男性/1=女性） -.126 -1.932 -.095 -1.395 -.147 -1.146 -.124 -1.539 
雇用形態（0=専任/1=兼任） .025 .364 .054 .766 .091 -1.288 .002 .024 
役職（0=管理運営者/1=なし） -.089 -1.345 -.095 -1.392 -.005 -.068 -.095 -1.460 
介護支援専門員経験年数 -.022 -.350 .029 .443 .033 .496 .009 .144 
ケアプラン作成数 .044 .646 .118 1.687 -.104 1.457 .068 1.012 
上司からのサポート .101 1.351 .170 2.188 .237 3.082** .185 1.740* 
同僚からのサポート .087 1.191 .080 1.049 -.050 1.088 .179 1.650* 
サービス提供機関との連携 .402 6.152*** .266 3.905*** .279 4.079*** .374 5.788*** 
調整済み R２ .232*** .156*** .143*** .234*** 



















































































































第 4章 構造方程式モデリングによるケースアドボカシーに着目したサービス 
調整実践モデルの構築 






























第 2節 研究方法 
１．調査対象者 
本研究は，第 2 章で用いたデータと同一のものを使用して行なわれた．調査方法及び倫




























思わない（2 点）」，「どちらともいえない（3 点）」，「そう思う（4 点）」，「とてもそう思う
（5 点）」までの 5 段階リッカートスケールを用い，上司・同僚からサポートを受けられて
いると感じるほど得点が高くなるように配点を行った．上記の変数については第 2 章．第
3 章において探索的に因子の選択を行い，内容妥当性及び信頼性（内的一貫性）が検証さ





ある Weighted Least Square parameter estimates using a diagonal weight matrix with 
robust standard errors and mean-and variance-adjusted chi-square test statistics（以
下，WLSMV）（Muthen ら 2007）を推定方法に確証的因子分析を行った．第二段階で
は，「主体性を尊重した利用者理解」と「サービス提供機関との連携」についてはそれぞれ








 適合度の評価指標には，Comparative Fit Index（以下，CFI），Tucker-Lewis Index（以
下，TLI），Root Mean Square Error of Approximation（以下，RMSESA）を用いた．こ
れらの適合指標は，CFI>0.95，TLI>0.95，RMSEA<0.06 であればそのモデルがデータを
よく説明していると判断される（Hu ら 1991）．また，パス係数の有意性は，非標準化係





問項目の記述統計量には「SPSS17.0 J for Windows」を使用した．なお統計解析には回収
された 211 票の内，分析に使用する項目に欠損値の無い 190 票を用いた． 
 
第 3節 研究結果 
１．集計対象者の属性分布および回答傾向 
第 4 章においては，分析に使用する項目に欠損値の無い 190 票を分析対象としたため，
集計対象者の属性ならびに各質問項目に対する回答傾向を改めて示す．分析対象者とした
190 名の年齢は平均 45.5 歳，性別構成は「女性」が 84.3％，「経験年数」が平均 46 ヶ月，
雇用形態の構成は「専任」が 66.1％，「ケアプラン作成数」が平均 27 ケースであった．属
性を除く，各質問項目の回答傾向は表 4－1 に示すとおりである． 
 
 
表４-１  各変数の回答分布（n=190） 
項目：ケースアドボカシーに着目したサービス調整 度数（%） 
   まったくしていない あまりしていない ときどきしている いつもしている 
 
「自己表明に向けた環境整備」   
yA1 : 意思表明時，利用者の希望に応じてその場に同席している 2(1.1) 24(12.6) 81(42.6) 83(43.7) 
yA2 : サービス利用のメリット・デメリットを説明している 5(2.6) 40(21.1) 41(21.6) 104(54.7) 
yA3 : 利用者が意思表明することができる機会を設定している 3(1.6) 26(13.7) 80(42.1) 81(42.6) 
yA4 : 苦情への対応に関する説明を提供者から受ける機会を設定している 5(2.6) 25(13.2) 55(28.9) 105(55.3) 
yA5 : 意思表明方法を利用者と一緒に考えている 2(1.1) 22(11.6) 78(41.1) 88(46.3) 
yA6 : サービス内容が比較できるよう複数の情報を提示している 8(4.2) 34(17.9) 57(30.0) 91(47.9) 
yA7 : サービスを体験的に利用できる機会を設けている 3(1.6) 20(10.5) 97(51.1) 70(36.8) 
yA8 : サービス改善に向けた担当者会議への利用者の参加調整をしている 2(1.1) 38(20.0) 58(30.5) 92(48.4) 
yA9 : 利用者のわかりやすい方法でサービス説明を行っている 4(2.1) 24(12.6) 56(29.5) 106(55.8) 
 
「苦情解決に向けた利用者との協働」 
    
yA10 : 苦情に対して今後どうしていくかを利用者と話し合っている 3(1.6) 10(5.3) 46(24.2) 131(68.9) 
yA11 : 苦情の事実関係を利用者と共に確認している 1(0.5) 5(2.6) 52(27.9) 133(70.0) 
yA12 : 苦情の原因となった事由をサービス提供者に伝えている 3(1.6) 5(2.6) 51(26.9) 131(68.9) 
  「サービスの適切性保障」         
yA13 : 利用者宅の生活の様子からサービス利用後の変化を確認している 1(0.5) 11(5.8) 52(27.4) 126(66.3) 
yA14 : 表情・態度からサービスに満足しているかどうか確認している 2(1.0) 5(2.6) 47(24.7) 136(71.7) 
yA15 : 専門的知見から生活とサービスの不一致を確認している 5(2.6) 18(9.5) 57(30.0) 110(57.9) 
yA16 : 必要と思われるサービスを提示する際，その根拠を説明している 5(2.6) 28(14.7) 40(21.1) 117(61.6) 
  「利用者利益の保護的媒介」         
yA17 : サービスに対する利用者の意思を必要に応じて代弁している 9(4.7) 11(5.8) 52(27.4) 118(62.1) 
yA18 : 利用者の意思に応じた柔軟な対応をサービス提供者に求めている 3(1.6) 19(10.0) 57(30.0) 111(58.4) 
yA19 : サービスに対する質問に適宜，適切な回答をしている 3(1.6) 12(6.3) 43(22.6) 132(69.5) 
yA20 : 困り事があれば，いつでも相談にのることを利用者に伝えている 5(2.6) 10(5.3) 37(19.5) 138(72.6) 
     項目：主体性を尊重した利用者理解 度数（%） 
  まったくしていない あまりしていない ときどきしている いつもしている 
yU1 : 利用者の身体能力の把握 2(1.0) 10(5.3) 72(37.9) 106(55.8) 
yU2 : 利用者の得意なことの把握 5(2.6) 22(11.6) 73(38.4) 90(47.4) 
yU3 : 利用者が生活の中で楽しみにしていることの把握 2(1.0) 7(3.7) 66(34.8) 115(60.5) 
yU4 : 利用者が好きなことの把握 2(1.0) 7(3.7) 65(34.2) 116(61.1) 
yU5 : 利用者が今後も続けていきたいと思っていることの把握 0(0.0) 8(4.2) 52(27.4) 130(68.4) 
yU6 : 利用者の生活習慣の把握 1(0.5) 13(6.9) 61(32.1) 115(60.5) 
yU7 : 現在にいたるまでの利用者の生活歴の把握 5(2.6) 20(10.5) 72(37.9) 93(49.0) 
yU8 : これまでの利用者の生活を支えてきた人たちの把握 1(0.5) 41(21.6) 99(52.1) 49(25.8) 
    
項目：サービス提供機関との連携 度数（%） 
   まったくしていない あまりしていない ときどきしている いつもしている 
yC1 : 利用者への支援に関する情報をサービス提供機関に提供している 2(1.0) 6(3.2) 43(22.6) 139(73.2) 
yC2 : サービス提供に必要な情報をサービス提供機関から集めている 1(0.5) 7(3.7) 78(41.1) 104(54.7) 
yC3 : サービス提供機関に対して意見や助言などの協力を求めている 5(2.6) 16(8.4) 71(37.4) 98(51.6) 
yC4 : サービス提供機関からの意見や助言などの要請に応じている 3(1.6) 8(4.2) 42(22.1) 137(72.1) 
yC5 : サービス提供機関の職員と面識が持てている 8(4.2) 24(12.6) 79(41.6) 79(41.6) 
    
項目：所属組織内における協働体制 度数（%） 
  
そう思わない あまりそう思わない どちらでもない ややそう思う   そう思う 
 
「同僚からのサポート」           
yS1 : 同僚はアドバイスをくれる 7(3.7) 12(6.3) 32(16.8) 72(37.9) 67(35.3) 
yS2 : 同僚が相談にのってくれる 5(2.6) 7(3.7) 35(18.4) 59(31.1) 84(44.2) 
yS3 : 同僚からの見守りがある 10(5.3) 9(4.7) 39(20.5) 60(31.6) 72(37.9) 
yS4 : 同僚から仕事に対する正しい評価を得ている 7(3.7) 5(2.6) 41(21.6) 66(34.7) 71(37.4) 
yS5 : 同僚から仕事に対する情報提供を受けている 4(2.1) 9(4.7) 35(18.4) 67(35.3) 75(39.5) 
yS6 : 同僚は落ち込んだ時に励ましてくれる 5(2.6) 10(5.3) 36(18.9) 58(30.5) 81(42.6) 
 
「上司からのサポート」           
yS7 : 上司はアドバイスをくれる 17(8.9) 27(14.2) 55(28.9) 44(23.2) 47(24.7) 
yS8 : 上司から仕事に対する情報提供を受けている 20(10.5) 21(11.1) 50(26.3) 49(25.8) 50(26.3) 
yS9 : 上司は落ち込んだ時に励ましてくれる 20(10.5) 21(11.1) 53(27.9) 45(23.7) 51(26.8) 
yS10 : 上司が相談にのってくれる 13(6.8) 20(10.5) 42(22.1) 55(28.9) 66(31.6) 
yS11 : 上司からの見守りがある 15(7.9) 22(11.6) 49(25.8) 52(27.4) 52(27.4) 
yS12 : 上司から仕事に対する正しい評価を得ている 13(6.8) 22(11.6) 56(29.5) 50(26.3) 49(25.8) 
２．ケースアドボカシーに着目したサービス調整に関する信頼性の検討 
 WLSMV を推定方法に確証的因子分析を行った結果，4 因子二次因子モデルを措定した
「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」は，CFI=0.985，TLI=0.990，
RMSEA=0.045 と統計学的な許容水準を満たしていた．  
n=190 CFI=0.984 TLI=0.990  RMSEA=0.047（推定法；WLSMV ）
図４－２ ケースアドボカシーに着目したサービス調整
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